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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第57期
第１四半期
連結累計期間

第58期
第１四半期
連結累計期間

第57期

会計期間

自平成24年
４月１日
至平成24年
６月30日

自平成25年
４月１日
至平成25年
６月30日

自平成24年
４月１日
至平成25年
３月31日

売上高（千円） 2,315,5482,459,2089,446,444

経常利益（千円） 53,577 100,713 406,350

四半期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
55,058 57,436△337,763

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
△193,239 606,228 918,375

純資産額（千円） 26,740,67228,291,93627,760,972

総資産額（千円） 29,566,08630,992,21430,260,035

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額（△）

（円）

4.44 4.64 △27.23

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 90.4 91.3 91.7

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については潜在株式が存在しないため、また潜在株式調整後１株当

たり当期純利益については１株当たり当期純損失金額であり潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．在外子会社の収益および費用は、従来在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりました

が、当第１四半期連結会計期間より期中平均為替相場により円貨に換算する方法に変更したため、当該会計

方針の変更を反映した遡及修正後の数値を記載しております。　

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、事業等のリスクについて重要な変更および新たに生じたリスクはありませ

ん。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間における世界経済は、米国において緩やかながら景気回復の動きが見られたものの、欧

州では緊縮財政による景気低迷が続き、また中国をはじめとする新興国での成長が鈍化したことなどから、総じて

先行き不透明な状況が続きました。一方、わが国経済は、政府・日銀が連携した大胆な金融緩和によって円高修正・

株価上昇が続き、輸出関連を中心に企業業績が改善した他、高額品など一部個人消費に回復の兆しが出始め、景気の

先行きに明るさが見られるようになりました。

　このような経済情勢の下で、当社グループは既存の電機市場に加え、自動車ビジネス市場攻略に向けた本格的な開

発・生産・販売体制を構築して事業を拡大する一方、ＩＴＯフィルム事業の生産体制・販売体制を強化するなど、

新たな柱となる事業基盤の整備強化に注力してまいりました。円高修正の進行もあって、当社グループの当第１四

半期連結累計期間の売上高は2,459百万円（前年同期比6.2％増）の増収となりましたが、一方でコスト面での負担

増もあり、営業利益は47百万円（前年同期比0.4％減）に留まりました。また、為替差損が為替差益に転じたことな

どから経常利益は100百万円（前年同期比88.0％増）の大幅増でしたが、固定資産売却益などの特殊要因がなく

なったことにより四半期純利益は57百万円（前年同期比4.3％増）となりました。

　なお、当第１四半期連結会計期間より、在外連結子会社の収益及び費用については、期中平均為替相場により円貨

に換算する方法に会計方針の変更を行っており、遡及適用後の数値で前年同四半期比較を行っております。

　

(2）事業上および財政上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更および新たに生じた課

題はありません。

(3）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、85百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,500,000

計 39,500,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成25年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,079,525 13,079,525
名古屋証券取引所

市場第二部
単元株式数100株

計 13,079,525 13,079,525 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成25年４月１日～

平成25年６月30日
－ 13,079,525－ 2,770,000－ 3,915,130

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）にもとづく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成25年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    693,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,358,500 123,585 －

単元未満株式 普通株式　　 27,825 － －

発行済株式総数  　　　  13,079,525 － －

総株主の議決権 － 123,585 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,700株、議決権が17個含まれておりま

す。

②【自己株式等】

 平成25年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

北川工業株式会社
愛知県稲沢市目比
町東折戸695番地
１

693,200 － 693,200 5.30

計 － 693,200 － 693,200 5.30

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）にもとづいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定にもとづき、第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平

成25年６月30日まで）および第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,850,066 9,788,888

受取手形及び売掛金 ※
 2,718,658

※
 2,630,641

電子記録債権 － 290

有価証券 7,502,777 7,002,123

商品及び製品 493,882 496,541

仕掛品 106,308 104,700

原材料及び貯蔵品 132,133 140,026

その他 467,177 554,950

貸倒引当金 △2,920 △2,712

流動資産合計 20,268,083 20,715,449

固定資産

有形固定資産

土地 3,724,085 3,707,790

その他（純額） 2,727,570 3,013,877

有形固定資産合計 6,451,655 6,721,668

無形固定資産

その他 102,565 103,282

無形固定資産合計 102,565 103,282

投資その他の資産

投資有価証券 573,131 504,321

その他 2,882,696 2,965,149

貸倒引当金 △18,096 △17,657

投資その他の資産合計 3,437,730 3,451,814

固定資産合計 9,991,951 10,276,765

資産合計 30,260,035 30,992,214

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,100,393 1,066,478

未払法人税等 29,301 66,804

賞与引当金 209,690 309,839

その他 363,528 472,363

流動負債合計 1,702,913 1,915,486

固定負債

退職給付引当金 435,783 416,714

長期未払金 337,030 337,030

その他 23,335 31,048

固定負債合計 796,149 784,792

負債合計 2,499,062 2,700,278
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,770,000 2,770,000

資本剰余金 3,915,130 3,915,130

利益剰余金 23,207,353 23,190,472

自己株式 △974,359 △975,307

株主資本合計 28,918,123 28,900,294

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 115,383 136,543

為替換算調整勘定 △1,272,533 △744,902

その他の包括利益累計額合計 △1,157,150 △608,358

純資産合計 27,760,972 28,291,936

負債純資産合計 30,260,035 30,992,214
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

売上高 2,315,548 2,459,208

売上原価 1,207,409 1,351,679

売上総利益 1,108,139 1,107,529

販売費及び一般管理費 1,060,755 1,060,339

営業利益 47,383 47,189

営業外収益

受取利息 25,625 15,434

受取配当金 2,957 16,270

為替差益 － 8,850

不動産賃貸料 11,755 10,175

その他 7,704 6,888

営業外収益合計 48,044 57,619

営業外費用

支払利息 283 747

為替差損 36,885 －

売上割引 892 548

賃貸収入原価 1,544 2,133

その他 2,243 665

営業外費用合計 41,850 4,095

経常利益 53,577 100,713

特別利益

固定資産売却益 81,974 －

特別利益合計 81,974 －

特別損失

固定資産売却損 － 5,027

固定資産除却損 387 1,844

投資有価証券評価損 46,548 －

投資有価証券償還損 8,809 1,371

特別損失合計 55,745 8,243

税金等調整前四半期純利益 79,806 92,470

法人税等 24,747 35,033

少数株主損益調整前四半期純利益 55,058 57,436

四半期純利益 55,058 57,436
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 55,058 57,436

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 7,103 21,160

為替換算調整勘定 △255,401 527,631

その他の包括利益合計 △248,297 548,791

四半期包括利益 △193,239 606,228

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △193,239 606,228

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（在外連結子会社の収益及び費用の換算方法の変更）

　在外子会社の収益及び費用は、従来、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、当

第１四半期連結会計期間より期中平均為替相場により円貨換算しております。

　この変更は、在外子会社の収益及び費用の重要性が増し、かつ、近年の為替相場の変動も大きいことから、為替相場

の変動が連結財務諸表に与える影響が高まってきたことに伴い、為替相場変動による期間損益への影響を平準化す

ることで、より適切に連結財務諸表に反映させるために行ったものであります。

　この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第１四半期連結累計期間の売上高は8,078千円、売上総利益は2,684千円、

営業利益は1,752千円、経常利益は2,122千円、税金等調整前四半期純利益は2,129千円、四半期純利益は1,894千円そ

れぞれ増加しております。また、前連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、利益剰余

金の前期首残高は63,945千円増加し、為替換算調整勘定の前期首残高は同額減少しております。

　会計方針の変更に伴う１株当たり情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。た

だし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く場合には、法定実効税率を使用する

方法によっております。

　

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半

期連結会計期間末日残高に含まれております。

　
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成25年６月30日）

受取手形 74,648千円 66,688千円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

減価償却費 97,067千円 128,328千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日

定時株主総会
普通株式 86,836 7.00平成24年３月31日平成24年６月28日利益剰余金

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日

定時株主総会
普通株式 74,317 6.00平成25年３月31日平成25年６月27日利益剰余金

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年６月30日）および当第１四半期連結累計期間

（自平成25年４月１日　至平成25年６月30日）

「電磁波環境コンポーネント・精密エンジニアリングコンポーネント」事業の売上高および営業利益、資産

の金額は、いずれも全事業の90％を超えているため、記載を省略しております。

　

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 4円44銭 4円64銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 55,058 57,436

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 55,058 57,436

普通株式の期中平均株式数（千株） 12,405 12,386

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「会計方針の変更」に記載のとおり前第１四半期連結累計期間は遡及適用後の四半期連結財務諸表となって

おります。この結果、前第１四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益金額は遡及適用を行う前と比べて

15銭増加しております。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年８月９日

北川工業株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岡　野　英　生

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 楠　元　　　宏

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北川工業株式会社

の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平成

25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北川工業株式会社及び連結子会社の平成25年６月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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